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【要旨】 

本研究では、低品質な建設発生土の改良土としての有効利用を促進することを目的として、道路盛土のボーリ

ング調査と室内暴露実験を行い、改良土による道路盛土の長期的な安定性の評価を行った。また、様々な混合率

で改良した二種類の低品質な盛土材料を対象に室内配合試験及び実大規模の締固め実験を行い、改良土による道

路盛土の長期的な安定性を確保するための品質管理手法を検討した。 

その結果、道路盛土に利用される改良土の長期的な強度の変化（増加、低下）は、十分に配慮された設計、施

工の下では比較的緩慢であることが分かった。また、改良土による道路盛土の長期的な安定性を確保する上で重

要なのは、改良土を十分に締固めることと、品質管理において締固めによる密度及び飽和度の増加を適切な方法

で計測、評価することであることが示唆された。 
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1．はじめに  

近年、リサイクルの推進を背景に、低品質な建設発

生土（施工性に劣る、又は力学特性が要求される性能

を満足しない土）も石灰、セメント等で安定処理され、

改良土として道路盛土の建設等に有効利用されている。

一方、道路盛土には、著しい降雨及び地震に対する高

い安定性を、供用期間を通して維持することが求めら

れる。発生土の適切な有効利用を促進するためには、

改良土による道路盛土の長期的な安定性を評価すると

共に、要求された品質を長期間維持するための品質管

理手法を検討することが必要である。 

改良土による道路盛土の長期的な安定性は、改良土

の長期的な力学特性の変化の影響を受ける。深層混合

処理による改良土のように、改良材（石灰、セメント

等）の混合率が高く施工時から飽和状態に近い改良土

の長期的な力学特性については、周辺（暴露）環境の

影響も含めた検討が進められている例えば1)～3)。しかし、

改良材の混合率が低く、盛土建設において不飽和の状

態で締め固められ、供用期間中に降雨等による水の浸

透作用を受ける改良土の長期的な力学特性については

あまり解明されていない。 

改良土による道路盛土の品質管理は、砂置換法によ

る現場密度の測定のみによるものが多かった 4)。盛土

の剛性を簡便な手法により多点で計測し、盛土の力学

特性を面的に把握する品質管理手法を併用することに

より、盛土の安定性を施工段階で評価できる可能性が

考えられる。飽和度の低い良質な砂質土等にはこのよ

うな品質管理手法が有効であることが認知されつつあ

る 5)が、改良土への適用性については不明瞭な点が多

いのが現状である。 

本研究では、道路盛土のボーリング調査と室内暴露

実験を行い、改良土による道路盛土の長期的な安定性

の評価を行った。また、様々な混合率で改良した二種

類の低品質な盛土材料を対象に室内配合試験及び実大

規模の締固め実験を行い、改良土による道路盛土の長

期的な安定性を確保するための品質管理手法を検討し

た。 

 

2．改良土による道路盛土の長期的な安定性の評価 

2．1 建設から約 9 年経過したセメント改良土による

道路盛土の強度特性 6)  

セメント改良土で建設された道路盛土において建

設から約 9 年後にボーリング調査を行い、長期的な強

度特性の変化について調べた。 

2．1．1 対象盛土の概要 

対象盛土は最大高さ約 40 m、総土量 414340 m3にお

よぶ大規模な谷埋めの高盛土であり、前後の複数の切

土区間で生じる発生土を受け入れる計画であった。発

生土の大部分は高含水比の火山灰質粘性土であり、セ

メント混合により改良土とし、盛土の建設に利用され

た。高盛土としての安定性を確保するために、表－１

に示す設計一軸圧縮強さが設定された。他工区の切土



の工程に従って品質の異なる発生土が不規則に運び込

まれたため、最も強度発現が小さい発生土の配合試験

に基づいて安全側にセメント混合量が決定された。混

合量の範囲は 32～225 kg/m3 であった。発生土とセメ

ントの混合は定置式プラントで行い、改良土の均質性

を確保した。 
 

表－１ 設計及びプラントでの一軸圧縮強さ 

路体（下部） 路体（上部）

設計一軸圧縮強さ (kN/m2)
※材齢28日

500 190

配合試験での目標一軸圧縮強さ
(kN/m2) ※材齢28日，（現場/室内）強さ比0.8

625 238

プラントでの一軸圧縮強さ
(kN/m2) ※材齢28日

範囲 562 〜 1584 239 〜 1654

平均 1022 914  
2．1．2 ボーリング調査の方法 

建設から約 9 年後、図－１に示す盛土の小段から底

面の原地盤まで、オールコアボーリング（掘削長 L= 21 

m、コア径φ= 70 mm）にて改良土を採取した。目視観

察及びフェノールフタレイン試験を実施し、固結及び

混合状態を確認した。深度方向に約 2 m 間隔で一軸圧

縮試験、10 cm 間隔で土壌硬度試験及び針貫入試験を

実施し、強さを確認した。 
 

路体（上部）

地山

ボーリング調査（9年後）
(= 70 mm, L= 21 m)

チェックボーリング（56日）
G.L. -18 m

路体（下部）

道路盛土

 
図－１ ボーリング調査実施地点の盛土の断面図 

2．1．3 ボーリング調査の結果 

採取した改良土（ボーリングコア）は比較的硬質で、

全体に棒状を呈する固結状態であった。ボーリングに

伴う亀裂を除き、潜在的な亀裂は認められなかった。

累計 29 種類の発生土が利用されていたためか、土質、

礫径等が異なる部分もあった。地下水位は深度約 15 m

であり、改良土による盛土の内部に、常時水が浸透し

ていた可能性が示唆された。 

図－２にフェノールフタレイン溶液散布前後の代

表写真（深度 15～18 m 間）を示す。採取した改良土

全体にフェノールフタレイン反応による色の変化が見

られたことから、 約 9 年後もセメント混合によるア

ルカリ性を保持していること、顕著なムラがなくセメ

ントが全体に混合されていたことを確認した。 

図－３に一軸圧縮強さの深度分布を示す。本調査で

得られた強さのばらつきの範囲は盛土の上部で 449～

1070 kN/m2、下部で 920～3820 kN/m2 であった。図－

４に示すとおり、一軸圧縮強さと供試体の含水比及び

乾燥密度との間には相関があった。従って、強さのば

らつきの一因は改良土の物理的性質の違いであったこ

とが確認された。 
 

一軸圧縮試験供試体

フェノールフタレイン試験後

フェノールフタレイン試験前

コア横断面  
図－２ フェノールフタレイン試験結果の一例 

（深度 15～18 m） 

0

3

6

9

12

15

18

21

0 1000 2000 3000 4000

深
度

G
.L

.-
(m

)

一軸圧縮強さ qu_UC & qu_D & qu_NP

(kN/m2)

qu_UC (9年後)

qu_UC_路体(上部)

qu_UC_路体(下部)
qu_D

qu_NP

地下

水位

設計一軸圧縮強さ

 
図－３ 一軸圧縮強さの深度分布 

 
土壌硬度試験の硬度指標と針貫入試験の針貫入勾

配は、それぞれ地盤工学会基準 7)、試験器メーカーの

マニュアル（丸東製作所、SH-70）で提案されている

式を用いて一軸圧縮強さに換算し、図－３に示した。

針貫入試験による一軸圧縮強さ（qu_NP）は礫が点在す

る影響から大きなばらつきを有するが、土壌硬度試験



による強さ（qu_D）と共に、一軸圧縮試験と概ね同程

度の強さを示した。設計一軸圧縮強さを下回る強さも

局所的に見られたが、施工から約 9 年後も深度方向全

体において設計一軸圧縮強さを超える強さを有してい

るものと判断した。一方、設計の数倍大きな一軸圧縮

強さも確認された。後述する施工当時と約 9 年後の強

さの比較結果も考慮すると、設計値をはるかに上回る

強度発現箇所が生じたのは、施工当時に最も強度発現

の小さい発生土にあわせてセメントの混合量を決定し

たためであったと考えられる。 
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図－４ 一軸圧縮強さと含水比、乾燥密度との関係 

2．1．4 長期的な強度特性の変化 

深度 18 m 付近で得られた施工時（材齢 56 日）及

び本調査（約 9 年後）の一軸圧縮強さを図－５ に示す。

施工時の一軸圧縮強さは盛土の品質管理の一環で求め

たものである。約 9 年後の強さの平均値は材齢 56 日

の平均値の約 1.2 倍であった。既往の研究 3)で報告さ

れているセメント改良土の長期強度特性と比較すると、

強度増加が緩慢であった。当該のセメント改良土は火

山灰質粘性土にセメント系固化材をスラリー混合し、

地下水位以上の深度に充填・覆土した改良柱体である。

本調査の改良土は種類の異なる火山灰質粘性土にセメ

ントを紛体混合し、締め固めた改良盛土であり、強度

の確認は地下水位以深で行った。二つの改良土の長期

強度増加傾向の違いは以上のような材料特性、施工方

法、セメントの混合量、周辺環境による養生条件等の

影響によるものであったと考えられる。 

周辺環境の強度への影響がない、または小さい既往

の研究によると、室内実験や現地調査から得られた

様々な改良土の材齢 28 日に対する材齢 10 年以上の

強度増加率は 1.6 ～8.6 倍であったと報告されている
8)。表－１に示す路体（下部）のプラントでの材齢 28 日

の一軸圧縮強さの範囲と、深度 18 m の材齢約 9 年で

の一軸圧縮強さの比で本調査の強度増加率を求めると

1.0～2.8 倍の範囲であり、既往研究 8)の下限値付近と

同程度であった。 
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図－５  一軸圧縮強さと材齢の関係（深度 18 m 付近） 

2．2 室内暴露実験における締め固めた改良土の強度

特性 9), 10) 

2．1 で調査した道路盛土では改良土の内部に地下水

位が存在し、長期強度特性が水の浸透作用の影響を受

けていた可能性が示唆された。改良土の長期強度特性

に及ぼす周辺（養生）環境の影響を調べる目的で室内

暴露実験を実施し、材齢 2 年までの結果を得た。 

2．2．1 実験試料と改良土供試体の作製方法 

実験には茨城県で採取した低品質な砂質土（美浦

砂）を用いた。2．1 で対象としたアロフェンを含む火

山灰質粘性土とセメントとの長期的な反応は複雑であ

るとされる 11)。室内暴露実験で最初に扱う実験試料と

しては不適切と考え、高含水状態の砂質土を選んだ。

美浦砂の基本物性を表－２に示す。美浦砂の改良には

生石灰又はセメント系固化材を用いた。石灰の混合率

（土の乾燥質量に対する石灰の質量比）は 1.2、2.5、

3.8 %の 3 種類、セメントの混合率は 1.7、3.5、5.3 % の

3 種類を設定したが、本報告書では、2．1 の盛土の設

計一軸圧縮強さと同レベルの強さが得られたセメント 

5.3 % の結果のみ示す。現地採取した美浦砂に加水し

て泥状とし、4.75 mm ふるいを通過させた後、現地採



取時に近い状態まで自然乾燥させた。含水比を 31 %に

調整し、ミキサーで土と改良材を計 5 分混合した。地

盤工学会基準「安定処理土の静的締固めによる供試体

作製方法（JGS 0812-2009）」に準拠して、直径 50 mm、

高さ 100 mm の円柱供試体を作製した。供試体の乾燥

密度の目標値は、実施工機械を用いて実施した締固め

実験（3．2 で後述）の結果を参考に 1.4 g/cm3とした。 
 

表－２ 美浦砂の基本物性 

地盤材料の工学的分類 細粒分質砂

土粒子の密度 ρs (g/cm3) 2.693

細粒分含有率 FC (%) 46.3

塑性指数 IP 25.4

最適含水比（A-c法） wopt (%) 21.6

最大乾燥密度（A-c法） ρdmax (g/cm3) 1.624

コーン指数 qc (kN/m2)
(w= 31 %)

68
 

2．2．2 改良土供試体の養生方法 

作製した供試体は、図－６の下部に示すような封緘

と水浸の 2 通りの環境で恒温（20±3 度）条件を保ち

ながら養生した。これは例えば図－６の上部に示すよ

うな供用期間中の道路盛土内の条件を簡易に模擬した

ものであり、封緘養生は外的作用の影響を受けにくい

部分（①）、水浸養生は水の浸透の影響を受ける部分

（②）をそれぞれ想定している。水浸養生では、硫酸、

硝酸、塩酸を 5: 2: 3 の容積比で純水と混合し、pH を

4.5 に調整した模擬酸性雨を養生水とした。1 供試体あ

たりの養生水量を 1 リットルとし、供試体作製から 4

日後に水浸養生を開始した。材齢 28 日までは 7 日、168

日までは 14 日、それ以降は 28 日ごとに養生水を交換

した。 

2．2．3 力学試験及び化学分析方法 

封緘、水浸養生した供試体は、材齢 7 日、28 日、約

半年（168 日）、約 1 年、約 2 年で一軸圧縮試験（JIS A 

1216）に供した。封緘養生は不飽和条件と試験の前日

に飽和させた条件の 2 通りの条件で試験を実施し、飽

和度が改良土の強度に及ぼす影響を調べた。 

交換時に排出した養生水を回収し、pH、Ca 濃度、

SO4 濃度を測定した。pH、Ca 濃度はコンパクトメー

タ（堀場 LAQUAtwin B-712、B-751）、SO4濃度はイオ

ンクロマトグラフ（JIS K 0102 41.3）によりそれぞれ測

定した。コンパクトメータ（電極式）による Ca 濃度

の計測値は、より高精度な原子吸光分析による計測値

の 2.1 倍であったことが実験の途中で判明した。実験

初期は原子吸光分析による計測値がないため、コンパ

クトメータの計測値を 2.1 で除した補正値を評価する

こととした。 

エネルギー分散型蛍光 X 線分析装置で得た美浦砂

とセメントの化学組成を表－３に示す。セメントの

SO3は湿式分析（JIS R 5202）により測定した。材齢 7

日、28 日及び約 2 年の供試体表面から 5 mm 内側ま

でを削り取って粉末試料とし、アセトン浸漬で試料に

乾燥処理を施した後、粉末 X 線回折による鉱物分析を

行った。 

2．2．4 改良土の一軸圧縮強さに及ぼす物理的性質

の影響 

封緘、水浸養生した改良土の一軸圧縮強さと材齢と

の関係を図－７に示す。封緘-不飽和養生（Seal (unsat)）

及び封緘-飽和養生（Seal (sat)）では、材齢約 1 年（350

日）までは日数の経過に伴って強さが増加し、材齢約

2 年（674 日）の強さは約 1 年と同程度であった。水浸

養生（Soak (acid)）でも約半年（168 日）までは強さが

増加したが、材齢約 1 年及び 2 年では強さが漸減し、

材齢 28 日と約 2 年の強さは同程度となった。材齢ごと

に比較すると、Seal (unsat) で常に最高値が得られた。

約半年以降は、Soak (acid) の強さが最低となった。 

封緘、水浸養生の一軸圧縮強さに与える改良土の物

表－３ 美浦砂とセメントの化学組成 

SiO2

(wt%)
TiO2

(wt%)
Al2O3

(wt%)
Fe2O3

(wt%)
MnO2

(wt%)
MgO
(wt%)

CaO
(wt%)

Na2O
(wt%)

K2O
(wt%)

P2O5

(wt%)
Stotal

(wt%)
SO3

(wt%)

Miho sand 61.7 0.73 19.9 6.86 0.11 1.29 1.48 1.18 1.54 0.10 0.03 -

Cement not measured 56.4 not measured 3.13 6.08

注：装置の計測対象外のイオンの存在、計測誤差等により、蛍光X線分析により検出されたイオンのwt% の合計は100 % とならない  
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2. 水浸養生
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図－６ 室内暴露実験の養生環境 



理的性質の影響を調べた。Seal (sat) に対する Seal 

(unsat)、Soak (acid) の一軸圧縮強さの比（強さ比）と

乾燥密度、飽和度との関係を図－８に示す。強さ比は、

各養生条件で得られた強さの平均を Seal (sat) の強さ

の平均（(qu_Seal(sat)avg.）で除した値である。Seal (unsat) の

強さ比は 1 より大きかった。各養生条件の供試体の乾

燥密度に有意な差は見られなかった。一方、Seal (unsat) 

の供試体の飽和度（含水比）は Seal (sat) よりも低かっ

た。Seal (sat) の強さが Seal (unsat) よりも低いのは、

供試体の飽和度を高めたことによるサクションの低下

によるものであると考えられる。Soak (acid) の強さ比

は 1 以下であった。Seal (sat) と Soak (acid) の供試体の

乾燥密度、飽和度は概ね同じ範囲にあり、両者の一軸

圧縮強さの違いは物理的性質の差のみでは説明できな

かった。 

2．2．5 改良土の一軸圧縮強さに及ぼす化学的性質

の影響 

強さ比と、一軸圧縮試験の各実施材齢で交換時に計

測した養生水の pH との関係を図－９a) に示す。材齢

7 日で 11.4 だった養生水の pH は、材齢約 2 年で 8.6

まで低下した。 

一軸圧縮試験の各実施材齢までに養生水に溶脱し

た Ca、SO4イオンの累積値をそれぞれ求め、各材齢で

供試体に残存していたセメント由来の Ca、SO4イオン

の比率を推定した。セメント由来の Ca、SO4イオンの

残存率の推定値と強さ比との関係を図－９ b)、c) に

それぞれ示す。Ca、SO4 イオンの残存率が低下するに

つれ、強さ比も小さくなった。図－１０に粉末 X 線回

折による鉱物分析の結果を示す。材齢 7 日、28 日では

封緘、水浸養生の試料からエトリンガイトの存在を示

唆するピークが検出されたが、材齢約 2 年の水浸養生

の供試体表面では検出されなかった。セメント改良土

の水浸養生による pH の低下、Ca イオンの溶脱と、こ

れら化学的性質の変化に伴う改良土の劣化（強度の低

下）は多くの既往研究で報告されてきた。本研究の模

擬酸性雨による養生環境下でも、Ca、SO4 イオンが溶

脱して強度に寄与する水和物が表面から消失したこと

が一因となり、封緘（飽和）養生と比較して水浸養生

の一軸圧縮強さが小さくなった可能性が考えられる。 
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図－７ 一軸圧縮強さと材齢の関係 
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図－８ 一軸圧縮強さの比と乾燥密度，飽和度の関係 
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図－９ 一軸圧縮強さの比と養生水の pH、供試体内の  

Ca 及び SO4イオンの推定残存率 



3．改良土による道路盛土の長期的な安定性を確保す

るための品質管理手法の検討 12) 

3．1 実験に用いた盛土材料の室内配合試験 

実験に用いた盛土材料の粒度分布を図－１１、基本

物性を表－４に示す。美浦砂は高含水状態の砂質土で、

採取時含水比（約 34 %）で計測したコーン指数から、

発生土の土質区分において泥土に分類される低品質な

盛土材料である。仮置土は礫まじりシルトで、茨城県

内で発生した建設発生土である。自然含水比（約 46 %）

での発生土の土質区分は第 4 種建設発生土、CBR は 

1 % であり、そのままでは道路盛土に使うことのでき

ない低品質な盛土材料である。 

二つの盛土材料に改良材を混合し、改良土の室内配

合試験を実施した。改良材は生石灰、セメント系固化

材、高炉セメント B 種とした。配合試験の結果を表－

５、図－１２及び図－１３に示す。美浦砂の改良土で

は、改良材の混合率が高くなるほど最大乾燥密度が小

さく、最適含水比が大きくなった（図－１２）。 

仮置土の生石灰による改良土では、改良前の仮置土

と比較して最大乾燥密度が小さくなったが、混合率に

よる違いはなく、改良前後の最大乾燥密度の差は 0.1 

g/cm3 程度であった。混合率が大きくなると締固め曲

線の形状が変化し、最適含水比よりも乾燥側で密度が

変化しなくなった。この結果、改良後の最適含水比は

混合率が大きくなるほど小さくなった（図－１３b)）。 

セメント系固化材及び高炉セメントB種による仮置

土の改良土では、改良前の仮置土の最大乾燥密度及び

最適含水比から大きな変化が見られなかった。（図－１

３c)、d)）。 

最大乾燥密度及び最適含水比が土の改良前後で変

化することは従前より知られている 13)が、実態調査 4)

では最大乾燥密度を改良前の発生土だけで確認した事

例が散見され、改良土の締固め特性が盛土の品質管理

に適切に反映されていない可能性が示唆された。改良

8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18
2θcorrected (degree)

Miho sand

2nd peak of ettringite
2θ = 15.77 degree

Soak (acid), 2 years

Seal (unsat), 2 years
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Seal (unsat), 28 days

Soak (acid), 7 days

Seal (unsat), 7 days

No obvious peak

No obvious peak

1st peak of ettringite
2θ = 9.09 degree

C5.3%

 
図－１０ 粉末 X 線回折による改良土の鉱物分析の結果 

表－４ 締固め実験に用いた盛土材料の物理、力学特性 

美浦砂（大型機械、改良前） 2.691 A-c 24.1 1.527 33～36 68 (w = 34.1%) -

美浦砂（小型機械、改良前） 2.728 A-c 19.5 1.649 32～35 31 (w = 33.0%) 0.4 (w = 32.5%)

仮置土（改良前） 2.584 B-c 29.5 1.350 40～50 217 (w =45.7%) 1.0 (w = 44.0%)

試料名

土粒子の
密度

ρ s (g/cm
3
)

締固め
試験法

最適
含水比

w opt (%)

最大
乾燥密度

ρ dmax (g/cm
3
)

実験時
含水比
w  (%)

コーン

指数

q c (kN/m
2
)

CBR  (%)
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図－１１ 締固め実験に用いた盛土材料の粒度分布 
 



土の盛土への利用にあたっては、配合試験で決定した

混合率（混合量）で締固め曲線を求め直し、これを品

質管理に用いることが望ましい。 

3．2 実大規模の締固め実験 

3．2．1 実験方法 

実験条件を表－５、表－６に示す。11 t 級振動ロー

ラを用いた大型転圧機械による締固め実験を 4 ケース、

70 kg 級ランマ及び 300 kg 級前後進コンパクタを用

いた小型転圧機械による締固め実験を 10 ケース実施

した。改良材と土との混合は油圧ショベル又はスタビ
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図－１２ 美浦砂及び美浦砂改良土の締固め特性 
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図－１３ 仮置土及び仮置土改良土の締固め特性 



ライザにより行った。生石灰による改良土は、混合か

ら約半日養生した後に実験を行ったケースもあった。

改良土の各実験の混合率は、トラフィカビリティーの

改善が求められる路体盛土を想定したコーン指数試験

結果、路体盛土の安定性が要求される現場を想定した

一軸圧縮試験結果、又は路床の支持力が要求される現

場を想定した CBR 試験結果に基づき設定した。2 種類

の盛土材料の含水比を低下させ、安定処理をしなくて

も転圧の効果がある程度期待できる状態とした試料に

ついては、小型転圧機械による実験を行った。 

路体盛土の締固めを想定したケースは仕上がりの

締固め層厚の目標が 30 cm の盛土を 1 層、路床盛土の

締固めを想定したケースは仕上がりの締固め層厚の目

標が 20 cm の盛土を 2 層構築した。 

図－１４には、実験ピットにおいて美浦砂とその改

良土で実施した大型、小型締固め実験の概略を示す。

 
表－５ 締固め実験を行った盛土材料の物理、力学特性及び実験条件 

種別
混合率

(%)
混合量

(kg/m
3
)

L-M01 美浦砂 ＋生石灰（1.6 %） 生石灰 1.6 22 2.739 A-c 22.3 1.574 32～36 469 2.3

L-M02 美浦砂 ＋ｾﾒﾝﾄ系固化材（4.3 %） ｾﾒﾝﾄ系固化材 4.3 59 2.738 A-c 22.4 1.552 31～32 1190 5.0

L-K01 仮置土 ＋生石灰（12 %） 生石灰 12 141 2.642 B-c 29.2 1.279 28～32 6860 32

L-K02 仮置土 ＋ｾﾒﾝﾄ系固化材（13 %） ｾﾒﾝﾄ系固化材 13 153 2.680 B-c 27.6 1.364 33～39 6310 24

S-M01 美浦砂*2（小型機械） 2.728 A-c 19.5 1.649 22～25
793

 (w = 23.2%)
4.0

 (w = 22.0%)

S-M02 美浦砂 ＋生石灰（4.5 %） 生石灰 4.5 62 2.748 A-c 23.4 1.508 28～30 11190 16

S-M03 美浦砂 ＋生石灰（6.0 %） 生石灰 6.0 82 2.736 A-c 26.8 1.481 27～29 18100 24

S-M04 美浦砂 ＋ｾﾒﾝﾄ系固化材（6.7 %） ｾﾒﾝﾄ系固化材 6.7 92 2.726 A-c 23.5 1.547 27～30 10300 49

S-M05 美浦砂 ＋ｾﾒﾝﾄ系固化材（9.7 %） ｾﾒﾝﾄ系固化材 9.7 133 2.707 A-c 24.7 1.512 27～29 21600 133

S-K01 仮置土*2（小型機械） 2.584 B-c 29.5 1.350 32～36
2344

 (w= 35.7%)
4.9

(w = 34.5%)

S-K02 仮置土 ＋生石灰（4.0 %） 生石灰 4.0 47 2.611 B-c 33.9 1.281 40～41 2520 7.4

S-K03 仮置土 ＋生石灰（8.0 %） 生石灰 8.0 94 2.615 B-c 32.6 1.269 35～38 4690 14

S-K04 仮置土 ＋生石灰（10 %） 生石灰 10 118 2.620 B-c 28.9 1.288 33～36 6224 17

S-K05 仮置土 ＋ｾﾒﾝﾄ系固化材（4.0 %） ｾﾒﾝﾄ系固化材 4.0 47 2.634 B-c 30.9 1.324 40～42 1250 3.1

S-K06 仮置土 ＋ｾﾒﾝﾄ系固化材（8.0 %） ｾﾒﾝﾄ系固化材 8.0 94 2.635 B-c 29.5 1.337 36～39 2320 8.9

S-K07 仮置土 ＋ｾﾒﾝﾄ系固化材（11 %） ｾﾒﾝﾄ系固化材 11 129 2.681 B-c 26.8 1.370 35～39 4030 18

S-K08 仮置土 ＋高炉ｾﾒﾝﾄB種（8.0 %） 高炉ｾﾒﾝﾄB種 8.0 94 2.653 B-c 31.6 1.349 39～40 1510 6.3

S-K09 仮置土 ＋高炉ｾﾒﾝﾄB種（12 %） 高炉ｾﾒﾝﾄB種 12 141 2.646 B-c 30.1 1.359 38～39 3900 9.0

S-K10 仮置土 ＋高炉ｾﾒﾝﾄB種（16 %） 高炉ｾﾒﾝﾄB種 16 188 2.645 B-c 29.9 1.373 37～39 6960 19

*1 JIS A 1228:2009 及び JGS0811-2009 に準拠し、石灰改良土は材齢10日（気中6日、水中4日）、セメント改良土は材齢7日（気中3日、水中4日）

*2 実験時含水比、コーン指数及びCBRを除き、改良前の美浦砂又は仮置土と同じ

コーン

指数*1

q c (kN/m
2
)

CBR  (%)
土粒子の

密度

ρ s (g/cm
3
)

締固め
試験法

最適
含水比

w opt (%)

最大
乾燥密度

ρ dmax (g/cm
3
)

実験時
含水比
w  (%)

大型

小型

無改良

無改良

実験名
転圧
機械

試料名

改良材

 
表－６ 締固め実験の条件 

実験名 混合場所 混合機械 養⽣場所
・時間 転圧機械 締固め

層数
各層の⽬標
締固め層厚(cm)

L-M01 屋外 油圧ショベル
（0.45 m3）

屋外・半⽇
振動ローラ
（11 t）

1 30
L-M02 屋内

-
L-K01, 02 実験ピット内 スタビライザ 2 20

S-M01 - - -

ランマ（70 kg）

1 30

S-M02, 03
屋内 油圧ショベル

（0.1 m3）
屋内・半⽇

S-M04, 05 -

S-K01 - - - ランマ（70 kg）
前後進コンパクタ
（300 kg）

S-K02〜04
屋内 油圧ショベル

（0.1 m3）
屋内・半⽇

S-K05〜10 -
 

5 m

4 m 4 m44.8 m

25 m

3 m

40 cm（まき出し）実験試料

4 m 基礎地盤2.8 m

西レーン
（最大８回
まで転圧）

東レーン
（目標締固め度

まで転圧）

コア密度
（上、中、下層）

CCV, システム

＜平面図＞

＜断面図＞

小型FWD
動的平板載荷

※幅の縮尺：長さ＆高さの縮尺＝２：１

レベル測量
（沈下量）、
コーン貫入、
土壌硬度計

RI密度
一軸圧縮試験用
ブロック採取
（表層約 20 cm）

コーン貫入試験用
コア採取

（上、中、下層）

a) 大型締固め実験
4 m 4 m44.8 m

3 m4 m 基礎地盤 3.1 m

＜平面図＞

＜断面図＞

5 m 2 m

実験溝
1.0 m
0.5 m

40 cm（まき出し）

5 m
転圧8回転圧0回 転圧1回 転圧2回 転圧4回

※幅の縮尺：長さ＆高さの縮尺＝２：１

転圧0回 転圧1回 転圧2回 転圧4回

無改良美浦砂

石灰，セメント改良美浦砂

①レベル測量(3箇所) ②ポータブルコーン貫入試験(3箇所) ③コア密度(3箇所・3深度)
④小型FWD(3箇所・1回) ⑤動的平板載荷(3箇所・10回) ⑥衝撃加速度(1箇所・10回)
⑦土壌硬度計(10箇所) ⑧ブロックサンプリング（転圧翌日）

計測
項目

b) 小型締固め実験  

図－１４ 締固め実験の概略 



コンクリート製の実験ピット（幅 5 m、長さ 44.8 m、

深さ 4 m）に細粒分含有率が 10 % 程度の基礎地盤用

の砂質土で締固め度 Dc> 95 %の基礎地盤を造成した。

大型締固め実験では、基礎地盤の上に各試料を投入し、

敷き均した。バックホウ（自重 2.7 t）でクローラ走行

した状態を転圧 0 回とした後、11 t 級の振動ローラを

用いて締固め（転圧）を行った。美浦砂の実験では、

試料の全体を一様に締め固め、転圧 0 回も含めて図－

１４a) に示す各計測を実施したが、仮置土の実験では、

試験区画を 4 分割し、転圧 0 回、1 回、2 回、5 回の異

なる締固め状態とした後、図－１４a)に示す計測を実

施した。振動ローラの起振力は 181 kN とした。 

小型締固め実験では、基礎地盤に幅 0.5 m、長さ 5 m、

高さ 0.3 m の実験溝を 4～5 溝設けた。各試料を実験

溝に投入し、盛土の層厚が約 40 cm となるように敷き

均した。大型機械の実験と同様にバックホウ（自重 2.7 

t）でクローラ走行した状態を転圧 0 回として、70 kg

級ランマ又は 300 kg 級前後進コンパクタを用いて溝

ごとに異なる回数の転圧を行った。すべての溝の転圧

が終わった後，転圧 0 回の試料も含めて図－１４b)

に示す計測を実施した。 

本報告書では、コアカッターによる土の乾燥密度試

験と小型 FWD 試験による地盤反力係数の計測結果を

対象に検討結果をまとめた。 

3．2．2 実験結果 

美浦砂（砂質土）の締固め実験で得られた締固め度、

飽和度及び地盤反力係数と転圧回数との関係を図－１

５に示す。ランマと振動ローラは締固めの機構や対象

とする工事の規模は異なるが、良質な砂質土を対象に

実施した同様の実験で、同等の締固め能力を有するこ

とを確認している 5)。飽和度が極めて高い生石灰 1.6 %、

セメント系固化材4.3 % の改良土では転圧に伴う密度

及び飽和度の増加は小さく、地盤反力係数にもほとん

ど変化が見られなかった。含水比を低下させた美浦砂

 

70

80

90

100

110

0 1 2 3 4 5 6 7 8

締
固
め
度
【
全

層
平
均
】

D
c（

%
）

転圧回数
美浦砂ランマ 生石灰1.6% 振動ローラ 生石灰4.5% ランマ

生石灰6% ランマ ｾﾒﾝﾄ系固化材4.3% 振動ローラ ｾﾒﾝﾄ系固化材6.7% ランマ

ｾﾒﾝﾄ系固化材9.7% ランマ

a)

40

50

60

70

80

90

100

0 1 2 3 4 5 6 7 8

飽
和
度

【
全

層
平

均
】S

r（
%
）

転圧回数
美浦砂ランマ 生石灰1.6% 振動ローラ 生石灰4.5% ランマ

生石灰6% ランマ ｾﾒﾝﾄ系固化材4.3% 振動ローラ ｾﾒﾝﾄ系固化材6.7% ランマ

ｾﾒﾝﾄ系固化材9.7% ランマ

b)

0

50

100

150

200

0 1 2 3 4 5 6 7 8

地
盤

反
力
係

数
【
小

型
F

W
D
】

K
30

（
M

N
/m

3 ）

転圧回数
美浦砂ランマ 生石灰1.6% 振動ローラ 生石灰4.5% ランマ

生石灰6% ランマ ｾﾒﾝﾄ系固化材4.3% 振動ローラ ｾﾒﾝﾄ系固化材6.7% ランマ

ｾﾒﾝﾄ系固化材9.7% ランマ

c)

 
図－１５ 美浦砂及び美浦砂改良土の締固め実験結果 
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図－１６ 仮置土及び仮置土改良土の締固め実験結果 



及び混合率の高い改良土は転圧回数が大きくなるにつ

れて密度も飽和度も大きくなったが、地盤反力係数は

転圧回数が大きくなるにつれて低下する場合があった。 

仮置土（礫混じりシルト）の締固め実験で得られた

締固め度、飽和度及び地盤反力係数と転圧回数との関

係を図－１６に示す。ここでは、振動ローラと 70 kg

級ランマによる締固めの結果のみを取り上げている。

飽和度が高いセメント系固化材 11 % の改良土では転

圧に伴う密度及び飽和度の増加は小さく、地盤反力係

数はランマによる締固めで低下した。含水比を低下さ

せた仮置土及び４種類の混合率の高い改良土は転圧回

数が大きくなるにつれて密度も飽和度も大きくなった

が、地盤反力係数の変化の傾向は一様でなかった。 

仮置土の小型締固め実験では、同一試料を 70 kg 級

ランマと 300 kg 級前後進コンパクタで締め固めた。締

固めに伴う乾燥密度と含水比の関係を図－１３b)～d)

に示している。仮置土及び全ての改良土で、ランマに

よる締固めが前後進コンパクタを上回った。前後進コ

ンパクタは時間あたりの転圧面積が大きく、ハンドリ

ングも良好であるが、本研究で対象としたような含水

比の高い土及び改良土には、質量の大きいランマを用

いた締固めが効果的であることが示された。 

締固め度、飽和度と地盤反力係数との関係を図－１

７、図－１８にそれぞれ示す。図－１７は美浦砂の実

験結果、図－１８は仮置土の実験結果である。計測数

は限られるが、仮置土のいくつかのケースでは材齢が

7～14 日経過後に地盤反力係数を計測しており、この

結果を飽和度と地盤反力係数の関係で図－１８c) に

示している。図－１７b) 及び図－１８b) より、締固

めの直後に密度の計測と同じタイミングで計測した地

盤反力係数は、改良材の混合率や材齢を経て計測した

地盤反力係数の大小によらず、品質管理の目標値とし

て定めるべき値を適切に設定することが難しいことが

分かった。加えて、地盤反力係数は飽和度との相関が

高く、締固めの初期は飽和度（締固め度）の増加と共

に地盤反力係数も大きくなるが、飽和度が 80 % 以上

まで締め固めると、飽和度が増加するほど地盤反力係

数は小さくなる傾向を示した。 
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図－１７ 締固め度、飽和度と地盤反力係数の関係 
（美浦砂及び美浦砂改良土） 
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図－１８ 締固め度、飽和度と地盤反力係数の関係 
（仮置土及び仮置土改良土） 

 



図－１８b) 及び c) によると、締固め直後には飽和

度が高いほど地盤反力係数が一時的に低下したが、そ

の後の養生期間を経ると、飽和度が高いほど地盤反力

係数が大きくなった。このことは、改良土による道路

盛土の長期的な安定性を確保する上で最も重要なのは、

改良土を十分に締固めることと、品質管理において締

固めによる密度及び飽和度の増加を適切な方法で計測、

評価することであることを示唆している。 

 

4．まとめ 

改良土による大規模道路盛土のボーリング調査を

建設から約 9 年後に実施した。深度方向全体において、

約 9 年経過後も設計値を超える強度を有することを確

認した。また、同一深度で計測した地下水位以下の改

良土の一軸圧縮強さは、材齢 56 日からの約 9 年間で

約 1.2 倍に増加していた。 

水の浸透作用の影響を検討するために改良土の室

内暴露実験を実施した。封緘-不飽和養生で最も高い一

軸圧縮強さが得られた。日数の経過に伴い、水浸養生

の一軸圧縮強さが封緘-不飽和養生を下回った。これは

飽和度の低下に伴うサクションの低下と、Ca イオン等

の溶脱で生じた強度に寄与する水和物の消失によるも

のであったと考えられる。 

改良材の種類及び混合率を変化させ、低品質な砂質

土及び礫まじりシルトの室内配合試験を行った。生石

灰を混合した改良土、及びセメントを混合した砂質土

の改良土は、混合率が高いほど最大乾燥密度が小さく，

最適含水比が大きくなる傾向が見られた。締固め曲線

の変化は砂質土でより著しかった。 

改良材の種類及び混合率を変化させ、低品質な砂質

土及び礫まじりシルトの実大規模の締固め実験を行っ

た。盛土材料、改良土の種類や混合率によらず、締固

め度と締固め直後の剛性は飽和度が 80％程度未満で

は正の相関を示し、飽和度が 80％程度以上では関係が

逆転する傾向が見られた。材齢の増加に伴い、改良土

の剛性は締固めによる密度又は飽和度が高い状態であ

るほど増加した。 

以上より、本研究で取り扱った盛土材料の範囲では、

道路盛土に利用される改良土の長期的な強度の変化

（増加、低下）は、十分に配慮された設計、施工の下

では比較的緩慢であることが分かった。また、改良土

の品質管理は、締固めによる密度及び飽和度の増加を

適切な方法で計測、評価することが、盛土の長期的な

安定性を確保する上で重要であることが示唆された。 

これらの研究成果の確実性を高め、実施工へ反映さ

せるために、今後も道路盛土のボーリング調査、室内

暴露実験、室内配合試験及び実大規模の締固め実験等

を様々な改良土で実施し、データを蓄積したい。 
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Abstract ：It was promoted in this study that low-quality construction generated soils were reused as 

chemically treated soil, by investigating durability and stability of the treated soils and quality control 

method during constructing road embankment. It was found that the change in strength of treated soils 

were insignificant, by the boring survey on the embankment after 9 years from its construction and the 

exposing test in laboratory until 2 years. It was suggested that the most important parameter to ensure the 

long-term quality of the road embankment was the appropriate measurement and evaluation of density and 

degree of saturation of treated soil, by proportioning tests in laboratory and real scale compaction tests on 

two types of low-quality soils. 
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